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二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業） 

公募要領（４次） 

 

令和３年３月 

一般財団法人環境優良車普及機構 

 

一般財団法人環境優良車普及機構（以下「機構」という。）では、環境省から令和２年度二酸

化炭素排出抑制対策事業費等補助金（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導

入促進事業）の交付を受け、物流分野の低炭素化を促進するため、エネルギー起源二酸化炭

素の排出を抑制するための設備や技術等を導入する事業に対する補助金（二酸化炭素排出抑

制対策事業費等補助金（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業））を

交付する事業を実施しています。 

本補助金の目的、対象事業、応募方法、留意事項等を本公募要領に記載しておりますので、

応募申請される方は、本公募要領をご熟読くださいますようお願いいたします。 

なお、補助事業として採択された場合には、令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等

補助金（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業）交付規程（令和２年

４月２日環物流第２－００１号）（以下「交付規程」という。）に従って補助事業の手続等を行ってく

ださい。 
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社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業補助金に 

応募申請される皆様へ 

 

本補助金については、国庫補助金である公的資金を財源としておりますので、社会的に

その適正な執行が強く求められており、当然ながら、機構としましても、補助金に係る不

正行為に対しては厳正に対処します。 

従って、本補助金に対し応募の申請をされる方、申請後、採択が決定し補助金の交付決

定を受けられる方におかれましては、以下の点につきまして、充分ご認識された上で、応

募の申請を行っていただきますようお願いします。 

 

１ 応募の申請者が機構に提出する書類には、如何なる理由があってもその内容に虚偽の

記述を行わないでください。 

 

２ 機構から補助金の交付決定を通知する前において発注等を行った経費については、交

付規程に定める場合を除き補助金の交付対象とはなりません。 

 

３ 補助金で取得し、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該財産の処分制限期

間（法定耐用年数）内に処分（補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、担保に供し、又は取壊し（廃棄を含む。）をすることをいう。）しようとす

るときは、事前に処分内容等について機構の承認を受けなければなりません。なお、機

構は、必要に応じて取得財産等の管理状況等について調査することがあります。 

 

４ 補助事業の適正かつ円滑な実施のため、その実施中又は完了後に必要に応じて現地調

査等を実施します。 

 

５ 補助事業に関し不正行為が認められたときは、当該補助金に係る交付決定の解除を行

うとともに、支払い済の補助金のうち解除対象となった額を返還していただくことにな

ります。 

 

６ なお、補助金に係る不正行為に対しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和３０年法律第１７９号）の第２９条から第３３条において、刑事罰等を科

す旨規定されています。 

 

７ 補助金の応募ができる者は、別紙に示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者

であることとします。 

 

８ 補助事業に係る資料等は、事業完了の属する年度の終了後５年間、保存していただく

必要があります。 
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１．補助金の目的と性格 

 

○ 運輸部門におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出量は、日本全体の約２割を占めて

おり、その３分の１以上を物流関係が占めていることから、物流分野におけるエネルギ

ー起源二酸化炭素排出の抑制は重要です。本補助金は、物流の脱炭素化・低炭素化に資

する先進的な設備導入を支援し、物流のCO2排出量削減とともに人口減少・高齢化に伴

う労働力不足、地域の物流網維持、防災・減災等の課題解決を図り、社会変革を同時実

現することを目的としております。 

 

○ このため、本補助事業の実施により、CO2 排出量が確実に削減されるとともに、労働

力不足や地域の物流網維持等の課題解決が図られることが重要です。 

  補助事業の申請においては、算出過程も含むCO2排出量の削減量の根拠を明示してい

ただき、補助事業完了後はCO2排出量の削減量の実績を報告していただくこととなりま

す。 

 

○ 本補助金の執行は、法律及び交付要綱等の規定により適正に行っていただく必要があ

ります。 

具体的には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第

１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という。）、二

酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進

技術導入促進事業）交付要綱（令和２年３月２７日付け環地温発第２００３２７６号。

以下「交付要綱」という。）及び社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導

入促進事業実施要領（令和２年３月２７日付け環地温発第２００３２７６号。以下「実

施要領」という。）の規定によるほか、交付規程の定めるところに従い実施していた

だきます。 

万が一、これらの規定が守られず、機構の指示に従わない場合には、交付規程に基づ

き交付決定の解除の措置をとることもあります。また、事業完了後においても、補助事

業の効果が発現していないと判断される場合には、補助金返還などの対応を求めること

がありますので、この点について十分ご理解いただいた上で、応募してください。（詳

細はp２０「補助事業における留意事項等について」をご確認ください。） 

 

（注意事項） 

・ 補助事業の開始は、交付規程に定める場合を除き交付決定日以降となります。 

・  また、補助事業により取得した財産については、本補助金で取得した財産である旨を

明示するとともに、事業完了後においても、事業報告書（CO2 排出量の削減量の把握）

の提出や適正な財産管理などが必要です。 

・  補助事業で取得した財産を処分（目的外使用、譲渡等）しようとする場合は、あらか

じめ機構に申請を行い、承認を受ける必要があります。 

・ これらの義務が十分果たされないときは、機構より改善のための指導を行うとともに、

事態の重大なものについては交付決定を解除することもあります。 
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２．補助対象となる事業 

 

 本補助金の対象は、（１）に適合する（２）の事業とします。 

 

（１）対象事業の基本的要件 

ア 事業を行うための実績・能力・実施体制が構築されていること。 

イ 提案内容に、事業内容・事業効果・経費内訳・資金計画等が明確な根拠に基づき

示されていること。 

ウ 本事業の補助により導入する設備等について、国からの他の補助金（負担金、利

子補給金並びに適正化法第２条第４項第１号に規定する給付金及び同項第２号に

掲げる資金を含む。）を受けていないこと。 

 

（２）対象事業 

１ 自立型ゼロエネルギー倉庫モデル促進事業 

ア 事業の目的 

 本事業は、物流倉庫において、省人化・省エネ型機器（無人フォークリフト等）

と再生可能エネルギー設備（太陽光発電設備等、蓄電池）の同時導入を支援するこ

とで、CO2 排出量の大幅削減とともに、労働力不足対策や防災・減災対策を同時実

現することを目的としています。 

 

イ 対象事業の要件 

（ア）本事業は、倉庫業者（倉庫業法（昭和３１年法律第１２１号）に基づき、倉

庫業の登録を受けている者）が、営業倉庫内作業の省人化・省エネ化に資する

機器（無人フォークリフト・無人搬送車）と再生可能エネルギー設備（太陽光

発電設備等、蓄電池）を導入する事業を対象とします。 

（イ）省人化に資する機器を導入することにより営業倉庫内の照明・空調等にかか

るエネルギー消費量を削減し、省エネ型機器を導入することにより従来型のフ

ォークリフト等を使用した場合よりもエネルギー消費量を削減し、さらに再生

可能エネルギー設備を導入することにより、営業倉庫全体としてCO2排出量の

大幅削減が図られる事業を対象とします。 

（ウ）省人化・省エネ化に資する機器の導入については、補助対象機器を無人フォ

ークリフト・無人搬送車に限り、原則として再生可能エネルギー設備との同時

導入を行う場合のみ補助対象とします。ただし、当該施設が既に再生可能エネ

ルギー設備を備えている場合であって、当該設備において発電する電力を当該

施設において消費する場合又は蓄電池を設置し災害対応力の向上を図っている

場合に限り、省人化・省エネ化に資する機器のみを導入する事業についても補

助対象とします。 

（エ）再生可能エネルギー設備の導入については、当該設備において発電する電力

を当該施設において消費する場合に限り補助対象とします。なお、再生可能エ

ネルギー設備のみを導入する事業については補助対象として認められません。 
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ウ 補助事業者 

  本事業について補助金の応募を申請できる者は、次に掲げる者とします。 

（ア）倉庫業者 

（イ）補助対象の設備等を（ア）にファイナンスリースにより提供する契約を行う

民間企業 

 

エ 共同実施 

 次に掲げる体制にて補助事業を実施する場合には、補助事業に参画するすべて

の事業者がウの「補助事業者」に該当することが必要となります。また、補助事

業に参画するすべての事業者のうちの１名が、本補助金の応募等を行い、交付の

対象者となる代表の事業者（以下「代表事業者」という。）となり、他の事業者は

共同事業者とします。なお、代表事業者は、補助事業の全部又は一部を自ら行い、

かつ、当該補助事業により財産を全部又は一部を取得する者に限ります。 

 また、代表事業者は、補助事業の実施に係る全ての責を負うものとし、共同事

業者が法令等若しくは交付規程に違反した場合についても代表事業者がその責を

負うものとします。 

（ア）ファイナンスリース 

 ファイナンスリースを利用する場合は、ファイナンスリース事業者を代表事

業者とし、ウ（ア）に該当する事業者との共同申請とします。 

 また、この場合は、リース料から補助金相当分が減額されていること及び法

定耐用年数期間まで継続して補助事業により導入した設備等を使用する契約

内容であることを証明できる書類の提示を条件とします。 

（イ）（ア）以外の共同実施 

 補助事業者に該当する者が複数で事業を実施する場合には、代表事業者は、

本事業の応募書類の申請者となるほか、補助事業として採択された場合には、

円滑な事業執行と目標達成のために、その事業の推進に係る取りまとめを行う

とともに、実施計画書に記載した事業の実施体制に基づき、具体的な事業計画

の作成や、事業の円滑な実施のための進行管理を行っていただくことになりま

す。また、代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり機構が承認した場

合を除き、補助事業として採択された後は変更することができません。 

 

オ 補助対象経費 

事業を行うために必要な工事費（本工事費、付帯工事費、機械器具費、測量及

試験費）、設備費、業務費及び事務費 

 

カ 補助金の交付額 

 原則としてオ補助対象経費の２分の１以内を補助します。 

 なお、本事業は補助対象の設備等をファイナンスリースにより提供するために

導入する際の補助対象経費についても対象となります。 

 

キ 補助事業期間  
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 令和３年９月末日まで。 

 なお、事業開始後９月末日までに事業終了が難しくなった場合は機構までご相

談下さい。 

 ただし、応募時に年度毎の事業経費を明確に区分した実施計画書及び経費内訳

が提出されることを前提として、補助事業の実施期間を２年以内とすることがで

きます。この場合、補助金の交付申請等は、年度毎に行う必要があります。 

 

２ 過疎地域等における無人航空機を活用した物流実用化事業 

２－①計画策定に対する補助 

ア 事業の目的 

 本事業は、荷量の限られる過疎地域等において、既存物流からドローン物流（無

人航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第２２項に規定する無人航

空機をいい、化石燃料のみを燃料とするものを除く。）を活用した物流をいう。）へ

の転換を図り、輸配送の効率化によるCO2排出量の削減とともに、労働力不足対策

や災害時も含めた持続可能な物流網の構築を同時実現する事業を実施するにあたり

必要な計画の策定を支援することを目的としています。 

イ 対象事業の要件 

（ア）荷量の限られる過疎地域等において、既存物流からドローン物流への転換を

図り、輸配送の効率化によるCO2排出量の削減とともに、労働力不足対策や災

害時も含めた持続可能な物流網の構築を同時実現する事業を実施するにあたり

必要な計画を策定する事業を対象とします。 

（イ）補助金の申請に際しては、策定する計画においてドローンの飛行経路となる

地方公共団体が代表事業者又は共同事業者として含まれることが必要です。 

（ウ）補助実施年度から３カ年以内に計画に基づく当該事業が実用化されることが

必要です。 

 

ウ 補助事業者 

  本事業について補助金の応募を申請できる者は、次に掲げる者とします。 

（ア）民間企業 

（イ）独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条第１項に規定する独

立行政法人 

（ウ）一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財団法人 

（エ）都道府県、市町村、特別区及び地方公共団体の組合 

（オ）法律により直接設立された法人 

（カ）個人事業主 

（キ）その他環境大臣の承認を経て一般財団法人環境優良車普及機構が認める者 

 

エ 共同実施 

 補助事業に参画するすべての事業者がウの「補助事業者」に該当することが必

要となります。また、補助事業に参画するすべての事業者のうちの１名が、本補

助金の応募等を行い、交付の対象者となる代表の事業者（以下「代表事業者」と
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いう。）となり、他の事業者は共同事業者とします。なお、代表事業者は、補助事

業の全部又は一部を自ら行い、かつ、当該補助事業により財産を全部又は一部を

取得する者に限ります。 

また、代表事業者は、補助事業の実施に係る全ての責を負うものとし、共同事

業者が法令等若しくは交付規程に違反した場合についても代表事業者がその責を

負うものとします。 

代表事業者は、本事業の応募書類の申請者となるほか、補助事業として採択さ

れた場合には、円滑な事業執行と目標達成のために、その事業の推進に係る取り

まとめを行うとともに、実施計画書に記載した事業の実施体制に基づき、具体的

な事業計画の作成や、事業の円滑な実施のための進行管理を行っていただくこと

になります。また、代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり機構が承認

した場合を除き、補助事業として採択された後は変更することができません。 

 

オ 補助対象経費 

計画策定のための調査に要する費用（協議会開催等の事務費、データの収集・

分析の費用、アンケートの実施費用、専門家の招聘費用、短期間の実証調査のた

めの費用等） 

 

カ 補助金の交付額 

 原則としてオ補助対象経費（上限５００万円）を補助します。 

 

キ 補助事業期間   

 令和３年９月末日まで。 

 なお、事業開始後９月末日までに事業終了が難しくなった場合は機構までご相

談下さい。 

 ただし、応募時に年度毎の事業経費を明確に区分した実施計画書及び経費内訳

が提出されることを前提として、補助事業の実施期間を２年以内とすることがで

きます（初年度に計画を策定し、次年度に「２－②事業実施に対する補助」を活

用した事業を実施する計画の場合に限る。）。この場合、補助金の交付申請等は、

年度毎に行う必要があります。 

 

２－②事業実施に対する補助 

ア 事業の目的 

 本事業は、荷量の限られる過疎地域等において、既存物流からドローン物流への

転換を図り、輸配送の効率化によるCO2排出量の削減とともに、労働力不足対策や

災害時も含めた持続可能な物流網の構築を同時実現することを目的としています。 

 

イ 対象事業の要件 

（ア）荷量の限られる過疎地域等において、既存物流からドローン物流への転換を

図り、輸配送の効率化によるCO2排出量の削減とともに、労働力不足対策や災

害時も含めた持続可能な物流網の構築を同時実現する事業を対象とします。 
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（イ）補助金の申請に際しては、ドローンの飛行経路となる地方公共団体が代表事

業者又は共同事業者として含まれることが必要です。 

（ウ）補助実施年度から３カ年以内に当該事業が実用化されることが必要です。 

 

ウ 補助事業者 

  本事業について補助金の応募を申請できる者は、次に掲げる者とします。 

（ア）民間企業 

（イ） 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 

（ウ）一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財団法人 

（エ）都道府県、市町村、特別区及び地方公共団体の組合 

（オ）法律により直接設立された法人 

（カ）個人事業主 

（キ）その他環境大臣の承認を経て一般財団法人環境優良車普及機構が認める者 

（ク）補助対象の設備等を（ア）から（キ）までに掲げる者にファイナンスリース

により提供する契約を行う民間企業 

 

エ 共同実施 

 次に掲げる体制にて補助事業を実施する場合には、補助事業に参画するすべて

の事業者がウの「補助事業者」に該当することが必要となります。また、補助事

業に参画するすべての事業者のうちの１名が、本補助金の応募等を行い、交付の

対象者となる代表の事業者（以下「代表事業者」という。）となり、他の事業者は

共同事業者とします。なお、代表事業者は、補助事業の全部又は一部を自ら行い、

かつ、当該補助事業により財産を全部又は一部を取得する者に限ります。 

また、代表事業者は、補助事業の実施に係る全ての責を負うものとし、共同事

業者が法令等若しくは交付規程に違反した場合についても代表事業者がその責を

負うものとします。 

（ア）ファイナンスリース 

 ファイナンスリースを利用する場合は、ファイナンスリース事業者を代表事

業者とし、ウ（ア）から（キ）に該当する事業者との共同申請とします。 

 また、この場合は、リース料から補助金相当分が減額されていること及び法

定耐用年数期間まで継続して補助事業により導入した設備等を使用する契約

内容であることを証明できる書類の提示を条件とします。 

（イ）（ア）以外の共同実施 

 補助事業者に該当する者が複数で事業を実施する場合には、代表事業者は、

本事業の応募書類の申請者となるほか、補助事業として採択された場合には、

円滑な事業執行と目標達成のために、その事業の推進に係る取りまとめを行う

とともに、実施計画書に記載した事業の実施体制に基づき、具体的な事業計画

の作成や、事業の円滑な実施のための進行管理を行っていただくことになりま

す。また、代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり機構が承認した場

合を除き、補助事業として採択された後は変更することができません。 
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オ 補助対象経費 

事業を行うために必要な工事費（本工事費、付帯工事費、機械器具費、測量及

試験費）、設備費、業務費及び事務費 

 

カ 補助金の交付額 

 原則としてオ補助対象経費の２分の１以内を補助します。 

 なお、本事業は補助対象の設備等をファイナンスリースにより提供するために

導入する際の補助対象経費についても対象となります。 

 

キ 補助事業期間   

 令和３年９月末日まで。 

  なお、事業開始後９月末日までに事業終了が難しくなった場合は機構までご相

談下さい。 

 ただし、応募時に年度毎の事業経費を明確に区分した実施計画書及び経費内訳

が提出されることを前提として、補助事業の実施期間を２年以内とすることがで

きます。この場合、補助金の交付申請等は、年度毎に行う必要があります。 

 

３ トラック輸送高効率化支援事業 

３－①連結トラック導入支援事業 

ア 事業の目的 

  本事業は、１回の輸送で通常の大型トラック約２台分まで輸送できる連結トラ

ックの導入に要する経費の一部を補助することにより、トラック輸送の高効率化

及びＣＯ２排出量の削減を図ることを目的としています。 

 

イ 対象事業の要件 

（ア）本事業は、貨物自動車運送事業者（貨物自動車運送事業法（平成元年法律第

８３号）第２条第２項の一般貨物自動車運送事業又は同条第３項の特定貨物自

動車運送事業を経営する者）が営業用の連結トラックを導入する事業を対象と

します。 

（イ）補助対象となる連結トラックは、フルトレーラ連結車（被牽引車がドーリー

付トレーラ等であるものも含む。）及びダブルス連結車（セミトレーラ連結車に

フルトレーラを連結したもの）で、車両長１９メートルを超えるバン型のもの

とします。 

 

ウ 補助事業者 

  本事業について補助金の応募を申請できる者は、次に掲げる者とします。 

（ア）貨物自動車運送事業者 

（イ）補助対象の設備等を（ア）にファイナンスリースにより提供する契約を行う 

民間企業 

 

エ 共同実施 
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  次に掲げる体制にて補助事業を実施する場合には、補助事業に参画するすべて

の事業者がウの「補助事業者」に該当することが必要となります。また、補助事

業に参画するすべての事業者のうちの１名が、本補助金の応募等を行い、交付の

対象者となる代表の事業者（以下「代表事業者」という。）となり、他の事業者は

共同事業者とします。なお、代表事業者は、補助事業の全部又は一部を自ら行い、

かつ、当該補助事業により財産を全部又は一部を取得する者に限ります。 

また、代表事業者は、補助事業の実施に係る全ての責を負うものとし、共同事

業者が法令等若しくは交付規程に違反した場合についても代表事業者がその責を

負うものとします。 

（ア）ファイナンスリース 

 ファイナンスリースを利用する場合は、ファイナンスリース事業者を代表事

業者とし、ウ（ア）に該当する事業者との共同申請とします。 

 また、この場合は、リース料から補助金相当分が減額されていること及び法

定耐用年数期間まで継続して補助事業により導入した設備等を使用する契約

内容であることを証明できる書類の提示を条件とします。 

（イ）（ア）以外の共同実施 

 補助事業者に該当する者が複数で事業を実施する場合には、代表事業者は、

本事業の応募書類の申請者となるほか、補助事業として採択された場合には、

円滑な事業執行と目標達成のために、その事業の推進に係る取りまとめを行う

とともに、実施計画書に記載した事業の実施体制に基づき、具体的な事業計画

の作成や、事業の円滑な実施のための進行管理を行っていただくことになりま

す。また、代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり機構が承認した場

合を除き、補助事業として採択された後は変更することができません。 

 

オ 補助対象経費 

連結トラックを導入する場合に必要な経費 

 

カ 補助金の交付額 

  原則としてオ補助対象経費と一般的なトラック２台分（２台のトラックの荷量

の和が導入する連結トラックと同等の荷量となるもの）との差額の２分の１以内

を補助します。 

  なお、本事業は補助対象の設備等をファイナンスリースにより提供するために

導入する際の補助対象経費についても対象となります。 

 

キ 補助事業期間  

 令和３年９月末日まで。 

    なお、事業開始後９月末日までに事業終了が難しくなった場合は機構までご相

談下さい。 

 

３－②スワップボディコンテナ車両導入支援事業 

ア 事業の目的 
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  本事業は、積載率向上や中継輸送の促進等に効果的なスワップボディコンテナ

車両の導入に要する経費の一部を補助することにより、トラック輸送の高効率化

及びＣＯ２排出量の削減を図ることを目的としています。 

イ 対象事業の要件 

（ア）本事業は、貨物自動車運送事業者が営業用のスワップボディコンテナ車両を

導入する事業を対象とします。 

（イ）補助対象となるスワップボディコンテナ車両は、エアサスペンション等を用

いて車体や荷台を上昇・下降させることよって、フォークリフト等の荷役機械

を必要とせずに車体と荷台を容易に脱着でき、荷台の自立を可能とする貨物自

動車及び複数のその荷台の一式とします。 

 

ウ 補助事業者 

  本事業について補助金の応募を申請できる者は、次に掲げる者とします。 

（ア）貨物自動車運送事業者 

（イ）補助対象の設備等を（ア）にファイナンスリースにより提供する契約を行う

民間企業 

 

エ 共同実施 

  次に掲げる体制にて補助事業を実施する場合には、補助事業に参画するすべて

の事業者がウの「補助事業者」に該当することが必要となります。また、補助事

業に参画するすべての事業者のうちの１名が、本補助金の応募等を行い、交付の

対象者となる代表の事業者（以下「代表事業者」という。）となり、他の事業者は

共同事業者とします。なお、代表事業者は、補助事業の全部又は一部を自ら行い、

かつ、当該補助事業により財産を全部又は一部を取得する者に限ります。 

また、代表事業者は、補助事業の実施に係る全ての責を負うものとし、共同事

業者が法令等若しくは交付規程に違反した場合についても代表事業者がその責を

負うものとします。 

（ア）ファイナンスリース 

 ファイナンスリースを利用する場合は、ファイナンスリース事業者を代表事

業者とし、ウ（ア）に該当する事業者との共同申請とします。 

 また、この場合は、リース料から補助金相当分が減額されていること及び法

定耐用年数期間まで継続して補助事業により導入した設備等を使用する契約

内容であることを証明できる書類の提示を条件とします。 

（イ）（ア）以外の共同実施 

 補助事業者に該当する者が複数で事業を実施する場合には、代表事業者は、

本事業の応募書類の申請者となるほか、補助事業として採択された場合には、

円滑な事業執行と目標達成のために、その事業の推進に係る取りまとめを行う

とともに、実施計画書に記載した事業の実施体制に基づき、具体的な事業計画

の作成や、事業の円滑な実施のための進行管理を行っていただくことになりま

す。また、代表事業者及び共同事業者は、特段の理由があり機構が承認した場

合を除き、補助事業として採択された後は変更することができません。 



 12 

 

オ 補助対象経費 

スワップボディコンテナ車両を導入する場合に必要な経費 

 

カ 補助金の交付額 

  原則としてオ補助対象経費と一般的なトラックとの差額の３分の１以内を補助

します。ただし、貨物自動車１台当たり、荷台は３基を上限とします。 

  なお、本事業は補助対象の設備等をファイナンスリースにより提供するために

導入する際の補助対象経費についても対象となります。 

 

キ 補助事業期間   

 令和３年９月末日まで。 

 なお、事業開始後９月末日までに事業終了が難しくなった場合は機構までご相

談下さい。 
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３．補助事業の採択  

 

（１）公募を行います。 

 

（２）応募者より提出された実施計画書等をもとに、二酸化炭素削減効果、中小企業の該

当の有無、総合効率化計画の認定（流通業務の合理化及び効率化の促進に関する法律

（平成１７年法律第８５号））、グリーン経営認証、ＩＳＯ１４００１の認証、その

他これに準ずる認証又は認定の取得状況の有無、事業の他事業者への波及効果、実現

可能性・継続可能性等に基づき厳正に審査を行い、社会変革と物流脱炭素化を同時実

現する先進技術導入促進事業の予算の範囲内で補助事業を採択します。 

   なお、２．（１）対象事業の基本的要件及び２．（２）対象事業の要件に適合しな

い申請並びに補助事業者の要件を満たさない申請については、審査を行わないものと

します。 

   また、２．補助対象となる事業に適合する申請であっても、応募内容によっては、

補助額の減額又は不採択とする場合もありますのでご了承ください。審査結果に対す

るご意見・お問い合わせは対応致しかねます。 
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４．応募に当たっての留意事項 

 

（１）虚偽の応募に対する措置 

応募書類に虚偽の内容を記載した場合、事実と異なる内容を記載した場合は、事業

の不採択、採択の解除、交付決定の解除、補助金の返還等の措置をとることがありま

す。 

 

（２）補助対象外経費の代表例 

・既存施設の撤去費、廃材の運搬費、廃材の処分費等 

・二酸化炭素排出削減に寄与しない周辺機器、オプション品等に係る経費 

 

（３）維持管理 

補助事業により導入した設備等は、補助事業者の責任の下で適切な維持管理が講じ

られるものである必要があります。 

 

（４）二酸化炭素の削減量の把握 

補助事業の完了後は、二酸化炭素の削減量の把握を行う必要があります。 

 

（５）事業報告書の作成及び提出 

補助事業者は、補助事業の完了の日の属する年度の終了後３年間の期間について、

毎年度、年度の終了後３０日以内に当該補助事業による過去１年間の二酸化炭素排出

削減効果について、事業報告書（交付規程様式第１６）を提出する必要があります。 

 

（６）他の補助事業との関係 

 補助対象経費には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金及び適正化法第２条

第４項第１号に掲げる給付金及び同項第２号に掲げる資金を含む。）と重複する対象

費用を含めません。 

 国からの他の補助事業に申請している、または申請する予定の場合は、後述の実施

計画書にその補助事業名及び補助対象について必ず記入してください。 

 

（７）補助事業完了後の検証 

補助事業の完了日の属する年度以降、必要に応じて、導入した設備と設備の稼働状

況、管理状況及び補助事業の成果（二酸化炭素排出削減量）を確認するため、環境省

から委託を受けた団体が現地調査を行う場合があります。 

補助事業者は、調査の要請があった場合には、当該調査に協力し、必要な

情報を提供しなければなりません。 

 

（８）事業内容の発表等について 

本事業の実施内容・成果については、広く国民へ情報提供していくことが重要であ

ることに鑑み、国内外を問わず積極的に公表するように努めるとともに、実施内容・

成果の公表・活用・社会実装等に当たっては、社会変革と物流脱炭素化を同時実現す
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る先進技術導入促進事業（環境省補助事業）によるものである旨を広く一般にとって

わかりやすい形で必ず明示するようにする必要があります。 

 

（９）応募書類の数値の記入に当たって 

金額については小数点以下を切り捨て、その他の数値については小数点第２位を四

捨五入して記載してください。 

実施計画書の記入欄が少ない場合は、様式を引き伸ばして使用してください。 
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５．応募の方法  

 

（１）応募書類 

応募に当たり提出が必要となる書類は、次のとおりです。 

応募書類のうち、ア～エ及びクについては、必ず次の電子ファイルをダウンロード

して作成するようお願いします。 

ア 応募申請書【応募様式１】 

  ※共同申請者は【応募様式１－２】 

イ 実施計画書【応募様式２】 

・自立型ゼロエネルギー倉庫モデル促進事業 

・過疎地域等における無人航空機を活用した物流実用化事業 

・連結トラック導入支援事業 

・スワップボディコンテナ車両導入支援事業 

※実施計画書における各欄は必ず記載し、漏れのないようにしてください。 

※２．（２）対象事業における「対象事業の要件」を確認できる書類(機器仕様、図

面)等を参考資料として必ず添付してください。 

ウ 経費内訳【応募様式３】 

・自立型ゼロエネルギー倉庫モデル促進事業 

・過疎地域等における無人航空機を活用した物流実用化事業 

・連結トラック導入支援事業 

・スワップボディコンテナ車両導入支援事業 

  ※金額の根拠がわかる書類（見積書）等を参考資料として必ず添付してください。 

エ 別紙 暴力団排除に関する誓約事項 

オ 代表事業者と共同事業者の企業パンフレット等業務概要がわかる資料及び定款又

は寄附行為（申請者が個人事業主の場合は、印鑑証明書の原本及び住民票の原本（い

ずれも発行後３ヶ月以内のもの）を提出すること。また、認可を受けている者等は、

設立の認可を受け、又は設立の認可が適当であるとされた法人の定款又は寄付行為

の案を提出すること。ただし、この案が作成されていない場合には、提出を要しな

い。） 

カ 代表事業者と共同事業者の経理状況説明書（直近２決算期の貸借対照表及び損益

計算書（応募の申請時に、法人の設立から１会計年度を経過していない場合には、

申請年度の事業計画及び収支予算を、法人の設立から１会計年度を経過し、かつ、

２会計年度を経過していない場合には、直近の１決算期に関する貸借対照表及び損

益計算書を提出すること。）個人事業主が申請する場合は、提出を要しない。さら

に、認可を受けている者等は、設立の認可を受け、又は設立の認可が適当であると

された法人の申請年度の事業計画及び収支予算の案を提出すること。ただし、この

案が作成されていない場合には、提出を要しない。また、地方公共団体が申請する

場合は申請年度の予算書を提出すること。） 

キ 法律に基づく事業者であることを補助事業者の要件としている事業については、

法律に基づく事業者であることを証する行政機関から通知された許可書等の写し 

ク 別添【添付資料①】令和元年度ＣＯ２排出量実績、別添【添付資料②】年間ＣＯ
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２排出削減目標量 

  ・自立型ゼロエネルギー倉庫モデル促進事業 

ケ その他参考資料 

 

（２）応募書類の提出方法 

（１）の書類（紙）と電子媒体を提出期限までに、郵便、総務大臣の許可を受けた事

業者が取扱う信書便又は持参により機構へ提出してください（電子メールによる提出

は受け付けません。）。応募書類は、封書に入れ、宛名面に、応募事業者名及び２．（２）

対象事業の応募書類である旨（例：「自立型ゼロエネルギー倉庫モデル促進事業」等）

を朱書きで明記してください。 

 

※宅配便及び一般運送は、郵便法、信書便法、それぞれの標準運送約款の規定により、

申請書 (信書)を取扱うことができません。ご注意ください。 

 

（３）提出先 

〒１６０－０００４ 

東京都新宿区四谷２丁目１４番地８ ＹＰＣビル８階 

（一財）環境優良車普及機構 社会変革と物流脱炭素化促進事業執行グループ 宛 

  

（４）提出部数 

（１）の書類（紙）を２部（正・副各１部）、当該書類の電子データを保存した電子媒

体（ＣＤ－Ｒ等）１部を提出してください（電子媒体には、応募事業者名を必ず記載

してください。）。 

ただし、（１）のエ～キ及びケについては、書類（紙）のみ１部の提出で結構です。 

なお、提出された書類については返却しませんので、写しを控えておいてください。 

 

（５）公募期間 

令和３年３月２３日（火） ～ 令和３年４月２８日（水）１７時 

公募期間以降に機構に到着した書類のうち、遅延が機構の事情に起因しない場合

は、いかなる理由があっても応募を受け付けませんので、十分な余裕をもって応募し

てください。 

持参の場合の受付時間は１０時～１６時になります（４月２８日は、１０時～１７

時）。 

 

（６）審査基準 

令和２年度審査基準を当機構ＨＰに掲載しています。 

 

（７）今後の公募スケジュールについて 

今後、応募状況を踏まえて、追加公募を行うかどうか決定します。 
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６．問い合わせ先 

 

公募全般に対する問い合わせは、次のとおりです。 

ただし、当機構ホームページより所定の質問用紙をダウンロードし、電子メール

(butsuryu@levo.or.jp)にて問い合わせください。 

メール件名に、以下の例のように法人名及び応募予定の事業名称を記入してくださ

い。 

 

メール件名記入例 

「【株式会社○○○】 ○○○○事業について問い合わせ」 

 

＜問い合わせ先＞ 

〒１６０－０００４ 

東京都新宿区四谷２丁目１４番地８ ＹＰＣビル８階 

（一財）環境優良車普及機構 社会変革と物流脱炭素化促進事業執行グループ 

ＴＥＬ：０３－５３４１－４７２８ 

ＦＡＸ：０３－５３４１－４７２９ 

メールアドレス:butsuryu@levo.or.jp 

 

＜問い合わせ期間＞ 

令和３年３月２３日（火） ～ 令和３年４月２８日（水）１７時 

 

mailto:butsuryu@levo.or.jp
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７．公募説明会 

 

公募説明会は行いません。 

なお、問い合わせにつきましては、前頁６．問い合わせ先をご参照ください。 
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補助事業における留意事項等について 

 

１．基本的な事項について 

本補助金の交付については、社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導

入促進事業の範囲内で交付するものとし、適正化法、適正化法施行令、交付要綱及

び実施要領の規定によるほか、交付規程の定めるところによります。 

万が一、これら規定が守られない場合には、事業の中止、補助金の返還などの措

置がとられることがありますので、補助制度について十分ご理解いただいた後、応

募してください。 

 

２．補助金の交付について 

（１）交付申請及び交付決定 

〇 公募により採択された補助事業者については、補助金の交付申請書を提出

していただきます。 

補助事業を行うために必要な工事費（本工事費、付帯工事費、機械器具費、

測量及試験費）、設備費、業務費及び事務費についての詳細は、交付規程の

別表第２、別表第３の内容となります。 

上記の他、必要な事項は交付規程に定めていますので、これを参照してく

ださい。 

〇 機構は、補助事業者から提出された交付申請書の内容について、以下の主

な事項に留意しつつ審査を行い、補助金を交付すべきものと認められたもの

について交付決定を行います。 

・申請に係る補助事業の全体計画（資金調達計画、工事計画等）が整って

おり、準備が確実に行われていること。 

・補助対象経費には、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに適

正化法第２条第４項第１号に掲げる給付金及び同項第２号に規定する

資金を含む。）の対象経費を含まないこと。 

・補助対象経費以外の経費を含まないこと。 

   補助対象外経費の代表例としては、既存施設の撤去費、廃材の運搬費、 

廃材の処分費、二酸化炭素排出削減に寄与しない周辺機器、オプション 

品等に係る経費としています。 

 

（２）事業の開始 

〇 補助事業者は、機構からの交付決定を受けた後でなければ、補助事業を開

始することが出来ません。 

補助事業者が発注等を行うにあたり注意していただきたい主な点は、次の

とおりです。 

・ 契約・発注日は、機構の交付決定日以降であること。 

・ 補助事業の遂行上著しく困難又は不適当である場合を除き、競争原理が

働くような手続きによって発注等の相手先を決定すること。 
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補助事業に係る見積書は、交付申請の時点で有効期間内のものであり、

補助対象設備等が容易に判明できる見積書（３社見積）の提出が必要で

す。なお、３社見積書の提出が困難な場合については、明確かつ合理的

な理由を記載した理由書の提出が必要です。 

〇 また、補助対象経費は、補助事業を行うために直接必要な経費としており、  

当該補助事業で使用されたことを証明できるものに限られていますので、見

積書を取得するに当たっては、補助事業分とオプション品等が明確に判別で

きる見積書の取得が必要です。 

〇 なお、補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調

達等に係る経費を含む場合、補助対象経費の実績額の中に補助事業者自身の

利益が含まれることは、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えます。こ

のため、補助事業者が自社製品の調達等を行う場合は、原価（当該調達品の

製造原価など※）をもって補助対象経費に計上します。 

※補助事業者において製造原価を算出することが困難である場合は、他の

合理的な説明をもって原価として認める場合があります。 

 

（３）事業の完了 

事業期間に行われた発注等に対して当該事業期間中に対価の支払い及び精算

が行なわれることが必要です。 

具体的には、原則として、令和３年９月末日までに行われる事業で、かつ当該

期間までに支払いが完了するものとします。（補助事業者に対して、補助事業に

要した経費の請求がなされた場合を含みます。この場合は、実績報告書に請求書

を添付することとし、補助事業者は、補助金を受領した日から原則として２週間

以内に領収書を機構に提出しなければなりません。）。 

 

（４）完了実績報告書及び書類審査等 

補助事業者は、補助事業が完了した場合は、その完了後３０日以内又は令和３

年１０月１０日のいずれか早い日までに補助金の完了実績報告書を機構宛て提

出していただきます。 

機構は、補助事業者から完了実績報告書の提出を受けた場合については、書類

の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、補助事業の実施結果が交付決定の内

容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、交付額確定通知

書により補助事業者に通知します。 

 

（５）補助金の支払い 

補助事業者は、機構から交付額確定通知書を受けた後、精算払請求書を提出し

ていただきます。その後、機構から補助金を支払います。 

 

（６）取得財産の管理等について 

補助事業者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産（取得財産等）

については、取得財産等管理台帳（交付規程様式第１０）を備え、その管理状況
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を明らかにしておくとともに、減価償却資産の耐用年数等に関する省令で定める

期間を経過するまで、機構の承認を受けないで、取得財産等の処分（補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取壊し

（廃棄を含む。）することをいう。）を行うことはできません。 

また、取得財産等には、社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入

促進事業（環境省補助事業）で取得した財産である旨を明示する必要があります。 

さらに、補助事業者は、補助事業の経費については、帳簿及びその証拠書類を

備え、他の経理と明確に経理を区分し、常にその収支状況を明らかにしておくと

ともに、この帳簿及び証拠書類は、補助事業の完了の日の属する年度の終了後５

年間、いつでも閲覧に供せるよう保存しておく必要があります。 

 

上記の他、必要な事項は交付規程に定めていますので、これを参照してください。 
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交付規程 別表第２ 

１ 区分 ２ 費目 ３ 細分 ４ 内  容 

工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本工事費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(直接工事費) 

材料費 

 

 

 

 

 

 

労務費 

 

 

 

 

 

直接経費 

 

 

 

 

 

 

 

(間接工事費) 

共通仮設費 

 

 

 

 

 

 

 

 

現場管理費 

 

 

 事業を行うために直接必要な材料の購入費をいい、

これに要する運搬費、保管料を含むものとする。この

材料単価は、建設物価（建設物価調査会編）、積算資

料（経済調査会編）等を参考のうえ、事業の実施の 

時期、地域の実態及び他事業との関連を考慮して事業

実施可能な単価とし、根拠となる資料を添付するこ

と。 

 本工事に直接必要な労務者に対する賃金等の人件

費をいう。この労務単価は、毎年度農林水産、国土交

通の２省が協議して決定した「公共工事設計労務単価

表」を準用し、事業の実施の時期、地域の実態及び他 

事業との関連を考慮して事業実施可能な単価とし、根

拠となる資料を添付すること。 

 事業を行うために直接必要とする経費であり、次の

費用をいう。 

①水道、光熱、電力料（事業を行うために必要な電力

電灯使用料及び用水使用料） 

②機械経費（事業を行うために必要な機械の使用に要

する経費（材料費、労務費を除く。）） 

③特許権使用料（契約に基づき使用する特許の使用料

及び派出する技術者等に要する費用） 

 

 次の費用をいう。 

① 事業を行うために直接必要な機械器具等の運搬、

移動に要する費用 

② 準備、後片付け整地等に要する費用 

③ 機械の設置撤去及び仮道布設現道補修等に要す

る費用 

④ 技術管理に要する費用 

⑤ 交通の管理、安全施設に要する費用 

 

 請負業者が事業を行うために直接必要な現場経費

であって、労務管理費、水道光熱費、消耗品費、通信

交通費その他に要する費用をいい、類似の事業を参考

に決定する。 
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設備費 

 

 

 

業務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付帯工事費 

 

 

 

機械器具費 

 

 

 

測量及試験費 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備費  

 

 

 

業務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務費 

 

 

 

 

 

 

一般管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 請負業者が事業を行うために直接必要な諸給与、法

定福利費、修繕維持費、事務用品費、通信交通費をい

い、類似の事業を参考に決定する。 

 

 本工事費に付随する直接必要な工事に要する必要

最小限度の範囲で、経費の算定方法は本工事費に準じ

て算定すること。 

 

 事業を行うために直接必要な建築用、小運搬用その

他工事用機械器具の購入、借料、運搬、据付け、撤去、

修繕及び製作に要する経費をいう。 

 

 事業を行うために直接必要な調査、測量、基本設計、

実施設計、工事監理及び試験に要する経費をいう。ま

た、補助事業者が直接、調査、測量、基本設計、実施

設計、工事監理及び試験を行う場合においてこれに要

する材料費、労務費、労務者保険料等の費用をいい、

請負又は委託により調査、測量、基本設計、実施設計、

工事監理及び試験を施工する場合においては請負費

又は委託料の費用をいう。 

 

 事業を行うために直接必要な設備及び機器の購入

並びに購入物の運搬、調整、据付け等に要する経費を

いう。 

 

事業を行うために直接必要な機器、設備又はシステ

ム等に係る調査、設計、製作、試験及び検証に要する

経費をいう。また、補助事業者が直接、調査、設計、

製作、試験及び検証を行う場合においてこれに要する

材料費、人件費、水道光熱費、消耗品費、通信交通費

その他に要する費用をいい、請負又は委託により調

査、設計、製作、試験及び検証を行う場合においては

請負費又は委託料の費用をいう。 

 

 事業を行うために直接必要な事務に要する社会保

険料、賃金等、諸謝金、旅費、需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、消耗品費及び備品購入費をいい、

内容については別表第３に定めるものとする。 

 事務費は、工事費、設備費及び業務費の金額に対し、

次の表の区分毎に定められた率を乗じて得られた額

の合計額の範囲内とする。 
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号 

 

             区       分 

 

率 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

5,000万円以下の金額に対して 

 

6.5％ 

 

２ 

 

5,000万円を超え１億円以下の金額に対して 

 

5.5％ 

 

３ 

 

１億円を超える金額に対して 

 

4.5％ 
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交付規程 別表第３ 

１区分 ２費目 ３細目 ４細  分 ５ 内  容 

事務費 

 

事務費 

 

社会保険

料 

 

 

 

賃金等 

 

 

 

 

諸謝金 

 

 

 

旅費 

 

 

 

需用費 

 

 

 

役務費 

 

 

委託料 

 

 

 

使用料及

賃借料 

 

 

消耗品費 

備品購入

費 

 

社会保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印刷製本費 

 

 

 

通信運搬費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この費目から支弁される事務手続のために必要

な労務者に対する社会保険料と事業主負担保険料

をいい、使途目的、人数、単価及び金額がわかる資

料を添付すること。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必要

な労務者に対する給与をいい、雇用目的、内容、人

数、単価、日数及び金額がわかる資料を添付するこ

と。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必要

な謝金をいい、目的、人数、単価、回数が分かる資

料を添付すること。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必要

な交通移動に係る経費をいい、目的、人数、単価、

回数及び金額がわかる資料を添付すること。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必要

な設計用紙等印刷、写真焼付及び図面焼増等に係る

経費をいう。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必要

な郵便料等通信費をいう。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必要

な業務の一部を外注する場合に発生する特殊な技

能又は資格を必要とする業務に要する経費をいう。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必要

な会議に係る会場使用料（借料）をいい、目的、回

数及び金額がわかる資料を添付すること。 

 

 この費目から支弁される事務手続のために必要

な事務用品類、参考図書、現場用作業衣等雑具類の

購入のために必要な経費をいい、使途目的、品目、

単価、数量及び金額がわかる資料を添付すること。 
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別紙 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 

当社（法人である場合は当法人）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の

実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚

偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申

し立てません。 

 

 

 

記 

 

１ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である

とき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は

代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

 

２ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

 

３ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

 

４ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を

有しているとき 

 

 

 

  年  月  日              

 

申請者   住    所                   

氏名又は名称                   

代表者の職・氏名                 印 

 

 

 


